
1 頁

そ

0

20 20 20 20 2

の

0 20

5 5

附属機関等

他

における女性委員の割

　

合 %

女性委員数/附属

】

機関等委員総数×10

【

0

40 40 40 40 4

協

0 40

33.1 32.

働

1

②：若干遅れている

：

公募委員・女性委員の

】

比率が上昇しないため

目

女性委員数の割合につ

的

いては、２１年度は３

・

２．１％で、２０年度

目

よりも１ポイント程度

標

の減少となりました。

事

公募委員の人数
割合が

業

目標値の２０％を達成

の

している附属機関等に

概

ついては、全体の４割

要

程度にとどまっています。

Ｃ：十分に成果をあげることができなかった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

市民

種

会議・附属機関等への

類

市民参加及び女性参画

ハ

推進事業

総務部　行政

ー

総務課

00－xxxx ドxx－xx0000 ○ ソ●

11 市民と市がコミ

フ

ュニケーションを重ね

ト

、相互の信頼関係を深

根

めるために
行政改革の

拠

01 市民と市がコミュ

法

ニケーションを重ね、

令

相互の信頼関係を深め

等

るために
位置付け

02

対

多様な意見を行政運営

象

に活かすしくみ

□ □ □

・

□

市の条例案や計画案

受

等の策定に際して、多

益

様な市民意見を行政 必

者

要と認められる附属機

事

関等については委員の

業

公募を積極的に
運営に

期

反映することにより、

間

公正性や透明性が確保

委

されていま 推進します

託

（市民委員の参画がな

、

じまないものは除く）

協

。また
す。 、施策等決

働

定過程の場への女性の

【

参画機会の拡大を図る

委

ため、
附属機関等の女

託

性構成比率を高めるよ

：

うに努めます。

公募実

3

施状況等調査実施回数

セ

回

附属機関等を所管す

ク

る関係課へ公募実施状

・

況等に係る調査を実施

財

します。

1 1 1 1 1 1

団

1 1

- -

- - - -

市民

企

委員が参画する附属機

業

関等における公募委員

Ｎ

の割合 %

公募委員数/

Ｐ

市民委員が参画する附

Ｏ

属機関等委員数×10



2 頁

位

委員・公募委員性委員

施

・公募委員性委員・公

策

募委員性委員・公募委

へ

員

の参画推進 の参画推

の

進 の参画推進 の参画推

貢

進 の参画推進 の参画推

献

進

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

市

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

民

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

満

0 0 0

0.00 0.0

足

0 0.00

0.00 0

度

.25 0.20 0.2

を

0 0.20 0.20 0

高

.20

0.00 0.0

め

0 0.00 0.00 0

る

.00 0.00 0.0

方

0

0 2,098 1,6

策

72 1,652 1,6

業

52 1,652 1,6

有

52

0 2,098 1,

効

672 1,652 1,

性

652 1,652 1,

継

652

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

続

公募委員と女性委員の

に

選出割合の改善につい

よ

て引き続き各担当課へ

る

の働きかけを行うこと

成

とし、現状規模での継

果

続とします。

公募委員

向

と女性委員の選出割合

上

が、目標値に届くこと

の

を目指して、引き続き

可

各担当課に働きかけを

能

行います。

引き続き、

性

公募委員と女性委員の

低

選出割合の改善に向け

そ

て、各担当課への働き

の

かけを行っていく必要

他

があると考
えます。

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

附属期間等における公

出

募委員及び女性委員の

総

選出割合の
●□ 目標値

合

を達成していくために

評

は、必要なものです。

価

□ ○
■
□ 附属機関等の

市

担当課に対して、目標

民

値を示して達成への
●

ニ

□ 働きかけを継続する

ー

ことは、有効な手段で

ズ

あると考えま

■ す。 ○

高

□
■ 「附属機関の設置

事

及び委員の選出に関す

業

る基準」及び「
●

□ 附

目

属機関への女性の参画

的

促進について（指針）

の

」に基づ
○

□ いたもの

達

であり、妥当であると

成

考えます。
○

□
□ 公募

状

委員と女性委員の選出

況

割合を改善していくた

必

めの手
○

□ 法について

要

は検討の余地があるか

性

と考えます。
○

□
●

■

市

公募委員については、

の

それぞれの附属機関に

関

おける要綱等により人

与

数が規定されている例

の

が多く、選出割合の改

必

善についてはこ
の要綱

要

等の改正が必要と考え

性

られます。

附属機関等

低

への女附属機関等への

事

女附属機関等への女附

そ

属機関等への女附属機

の

関等への女附属機関等

他

への女

性委員・公募委

上

員性委員・公募委員性



1 頁

そ

たの各地区連合自治会

の

での開設ができなかっ

他

たため。

地域情報を共

　

有するための手段とし

】

て、関係者とポータル

【

サイトの仕組みづくり

協

を行いました。
平塚市

働

自治会連絡協議会や地

：

域での説明や話し合い

】

を重ね、１地区で開設

目

するとともに全市共通

的

の仕組み構築に向けた

・

準備を行
いました。

Ｃ

目

：十分に成果をあげる

標

ことができなかった

事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

地域

種

ポータルサイト構築事

類

業

市民部　協働推進課

ハ00－xxxxxx－ ーxx0000 ○ ●

11

ド

市民と市がコミュニケ

ソ

ーションを重ね、相互

フ

の信頼関係を深めるた

ト

めに
行政改革の

01 市

根

民と市がコミュニケー

拠

ションを重ね、相互の

法

信頼関係を深めるため

令

に
位置付け

02 多様な

等

意見を行政運営に活か

対

すしくみ

      象        ～ 平・ 成２１年度

□ □ □ □

企

受

業や団体等で運営する

益

地域ポータルサイト構

者

築のための検討 地域で

事

情報を共有するため、

業

ホームページ開設への

期

支援などを
が進み、そ

間

こに情報を提供するた

委

めのホームページを主

託

体的に しながら、地域

、

ポータルサイト構築に

協

向けた検討を行います

働

。
開設する自治会、市

【

民活動団体などが増加

委

し、市民の間で情報
の

託

共有が図られています

：

。

地域ポータルサイト

3

に情報を提供できるホ

セ

ームページの開設数 件

ク

各地区連合自治会での

・

開設を想定

1 2

0 1

-

財

-

- -

ホームページへ

団

のアクセス件数 件

開設

企

したホームページへの

業

アクセス件数

45,0

Ｎ

00 90,000

－ －

Ｐ

- -

- -

②：若干遅れ

Ｏ

ている

当初想定してい



2 頁

位

検討 みの検討 けたしく

施

みづくり

0 0 0 0 0 0

策

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

へ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

貢

0 0 0 0 0 0

0.00

献

0.00 0.00

0.

高

00 0.15 0.25

市

0.45 0.45 0.

民

00 0.00

0.00

満

0.00 0.00 0.

足

00 0.00 0.00

度

0.00

0 1,259

を

2,089 3,717

高

3,717 0 0

0 1,

め

259 2,089 3,

る

717 3,717 0 0

方

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成2

策

2年度以降は事務事業

業

として、ポータルサイ

有

ト構築に向けて、地域

効

と連携して事業を継続

性

します。

地域で情報を

継

共有するためにホーム

続

ページ設立支援などを

に

行い、地域情報共有ポ

よ

ータルサイトの構築、

る

運用に向けて取り組み

成

ま
す。

まずは、地域内

果

の複数の団体の情報の

向

収集、発信などの
管理

上

運営が行えるよう、自

の

治会を始めとした地域

可

へのメ
リットなどの説

能

明を行うとともに、地

性

域に出向き、担い
手を

低

含めた推進体制を地域

そ

と考えていきます。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

自治会（町内会）に関

出

する情報不足を解消す

総

るために、
●□ 地域ポ

合

ータルサイトを構築し

評

て、情報を発信してい

価

くこ

■ とは必要です。

市

○
□
■ 地域での情報の

民

共有化を図ることで、

ニ

自治会加入促進に
●■

ー

もつながると考えられ

ズ

ます。

□ ○
□
■ 自治会

高

（町内会）に関する情

事

報発信の有効的な手段

業

とし
●

□ て、ホームペ

目

ージの立ち上げを支援

的

していきます。
○

□
○

の

□
□ 情報を発信するた

達

めのホームページを主

成

体的に開設する
●

□ 自

状

治会（町内会）へ呼び

況

掛けて、ホームページ

必

の立ち上
○

■ げを支援

要

していきます。
○

□

ア

性

クセス件数（指標）は

市

、ポータルが立ち上が

の

った後になるため、現

関

時点では指標の測定が

与

出来ず指標の設定につ

の

いて見直しが
必要です

必

。

モデルとなるＨＰモ

要

デルとなるＨＰ他地区

性

への拡大、他地区への

低

拡大、

の開設、サイト

事

立の開設、サイト立Ｈ

そ

Ｐ開設支援等、ＨＰ開

の

設支援等

上げに向けた

他

しく上げに向けたしく

上

サイト立上げに向

みの



1 頁

そ

21年度：素案（30

の

％）、平成22年度：

他

案（40％）、平成2

　

3年度：
完成（20％

】

）

10 40 80 100

【

　

40 80

②：若干遅

協

れている

回収率が減少

働

したが、前年度に比べ

：

設問数が多かった（４

】

倍以上）ためと考えら

目

れます。

平成１９年度

的

に策定した総合計画の

・

基本目標の達成状況を

目

確認するため、市民意

標

識調査を実施しました

事

。

Ａ：成果があがった

業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

住民

種

実態調査事業

企画部　

類

企画課

01－0205 ハ02－010000 ○ ー ●

11 市民と市がコミ

ド

ュニケーションを重ね

ソ

、相互の信頼関係を深

フ

めるために
行政改革の

ト

01 市民と市がコミュ

根

ニケーションを重ね、

拠

相互の信頼関係を深め

法

るために
位置付け

02

令

多様な意見を行政運営

等

に活かすしくみ

平塚市

対

住民の実態調査に関す

象

る条例

市民

□ □ □ □

住

・

民実態調査を行い、よ

受

り多くの市民意見が施

益

策に反映されて 各事務

者

事業に対する市民の満

事

足度・重要度を把握す

業

るため、住
います。 民

期

実態調査の中で市民満

間

足度調査も実施します

委

。

回収率 ％

住民実態調

託

査等の調査票回収率

5

、

0 50.5 －

48.4

協

41.4

調査事項の数

働

件

調査事項として採用

【

できた件数

1 2 2

市民

委

意識調査の満足度の平

託

均点数 点

満足度「ふつ

：

う：０点」を標準とす

3

る平均評価点数、「そ

セ

う思う：２点」、「や

ク

やそう思う：１点」、

・

「あまりそう思わない

財

：▲１点」、「そう思

団

わない：▲２点」

- 0

企

-

- ▲0.3

市民満足

業

度・重要度に関する調

Ｎ

査内容の検討の進捗度

Ｐ

％

平成20年度：たた

Ｏ

き台（10％）、平成



2 頁

位

の検討等 ・項目の検討

施

等

0 0 0 0 0 0 0

0 0

策

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

へ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

776 1,280 0 1

貢

,281 1,281 1

献

,281

0 776 1,

高

280 0 1,281 1

市

,281 1,281

0

民

.00 0.00 0.0

満

0

0.00 0.50 0

足

.40 0.30 0.4

度

0 0.40 0.40

0

を

.00 0.05 0.1

高

0 0.00 0.10 0

め

.10 0.10

0 4,

る

367 3,688 2,

方

478 3,645 3,

策

645 3,645

0 5

業

,143 4,968 2

有

,478 4,926 4

効

,926 4,926

○

性

● ○ ○ ○ ○ ○

平成２２

継

年度は国勢調査がある

続

ため住民実態調査は実

に

施しませんが、条例の

よ

主旨を鑑み、２３年度

る

には住民実態調査を実

成

施しま
す。

調査票の内

果

容や調査対象の標本数

向

について検討を続けま

上

す。

総合計画の基本目

の

標の達成状況を継続的

可

に確認するため
に、市

能

民意識調査は必要であ

性

ると考えます。

低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

平塚市民の実態や意識

出

を調査することによっ

総

て、市民ニ
●■ ーズを

合

把握することができま

評

す。

■ ○
□
■ 平塚市民

価

の実態や意識を調査す

市

ることによって、市民

民

の
●■ 施策に対する満

ニ

足度を把握し、その結

ー

果を施策の展開に

■ 反

ズ

映することができます

高

。 ○
□
■ 市民の実態や

事

意識を調査することは

業

、事業や施策の展開
●

目

□ に必要なものなので

的

、妥当性は高いと判断

の

します。
○

□
○

□
□ 調

達

査対象抽出標本数につ

成

いては検討する必要が

状

あります
○

■ 。
●

□
○

況

□

回収率を高めるため

必

に調査票の質問方法の

要

更なる検討を行う必要

性

があります。

調査設問

市

の検討、市民意識調査

の

の実調査内容・項目の

関

内容・項目の検討調査

与

設問の検討、調査設問

の

の検討、

実施、結果報

必

告書施、結果報告書作

要

検討 、調査設問の検討

性

実施、結果報告書実施

低

、結果報告書

作成・公

事

表、内容成・公表 、実

そ

施、結果報告作成・公

の

表、内容作成・公表、

他

内容

・項目の検討等 書

上

の作成・公表等・項目



1 頁

そ

証しました。

Ｃ：十分

の

に成果をあげることが

他

できなかった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

市民

種

アンケート調査事業

企

類

画部　行財政改革推進

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

1 市民と市がコミュニ

ソ

ケーションを重ね、相

フ

互の信頼関係を深める

ト

ために
行政改革の

01

根

市民と市がコミュニケ

拠

ーションを重ね、相互

法

の信頼関係を深めるた

令

めに
位置付け

02 多様

等

な意見を行政運営に活

対

かすしくみ

市民    象           ・ ～ 平成２１年度

□ □

受

□ □

市民意識や市政へ

益

の評価、ニーズ等を把

者

握することにより、市

事

公共施設利用者や市役

業

所来庁者等に対して、

期

窓口サービスや施
民の

間

視点に立った各種事業

委

や施策の展開が図られ

託

ています。 設利用に対

、

する要望や満足度など

協

に関するアンケート調

働

査を実
施し、各種事業

【

や施策へ反映していき

委

ます。

調査実施回数 回

託

アンケート調査を実施

：

した回数

2 2

1 0

- -

3

- -

-

利便性が向上し

セ

た項目数 件

アンケート

ク

調査の回答により改善

・

された項目

- 2

- 0

-

財

-

- -

-

③：遅れてい

団

る

アンケートの実施に

企

ついて検討しましたが

業

、実施には至りません

Ｎ

でした。

行政評価等を

Ｐ

もとに、平成20年度

Ｏ

に実施した内容等を検



2 頁

位

.00 0.00 0.0

施

0 0.00 0.00 0

策

.00 0.00

0 2,

へ

518 1,672 0 0

の

0 0

0 2,518 1,

貢

672 0 0 0 0

○ ○ ○

献

○ ○ ○ ●

平成２２年度

高

からは『窓口開庁時間

市

等の拡大推進事業』に

民

統合して、検討してい

満

きます。

市民サービス

足

の向上に努めるための

度

手法を検討・調査し
、

を

平成22年度から『窓

高

口開庁時間等の拡大推

め

進事業』に
統合して推

る

進します。。

方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

個別の業務や施設では

出

、必要に応じて個々に

総

アンケート
○□ を実施

合

しています。

■ ●
□
□

評

業務内容や対象とする

価

利用者が異なることか

市

ら、統一的
○■ なテー

民

マの設定は、必ずしも

ニ

業務改善等に結び付く

ー

とは

□ 限りません。 ●

ズ

□
■ 個々に行っている

高

アンケート調査等と、

事

本事業が重複す
○

□ る

業

こともあります。
○

□

目

●
□
■ 実施に際しては

的

、関係課の協力のもと

の

に実施し、利用者
○

□

達

等にも負担のない範囲

成

で実施しています。
●

状

□
○

□

利用者の利便性

況

の向上に向けて、アン

必

ケート調査を含めた手

要

法の検討を行う必要が

性

あります。

テーマ等、

市

施策反テーマ等、施策

の

反

映等の検討、調査映

関

等の検討、調査

実施、

与

結果分析・実施、結果

の

分析・

施策等への反映

必

施策等への反映

0 0 0

要

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

性

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

低

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

事

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

そ

.00 0.00 0.0

の

0

0.00 0.30 0

他

.20 0.00 0.0

上

0 0.00 0.00

0
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